
会計区分 全体

（単位：円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 96,366,357,111 固定負債 59,032,398,474
有形固定資産 89,475,568,215 地方債等 49,396,998,558

事業用資産 45,477,694,588 長期未払金  -
土地 16,357,788,821 退職手当引当金 2,649,398,000
立木竹 170 損失補償等引当金  -
建物 81,260,033,288 その他 6,986,001,916
建物減価償却累計額 △ 52,911,620,067 流動負債 10,598,274,878
工作物 2,206,783,309 1年内償還予定地方債等 10,072,015,954
工作物減価償却累計額 △ 1,537,814,234 未払金 152,386,408
船舶  - 未払費用  -
船舶減価償却累計額  - 前受金  -
浮標等  - 前受収益  -
浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 270,477,345
航空機  - 預り金 67,381,126
航空機減価償却累計額  - その他 36,014,045
その他 93,072,001 負債合計 69,630,673,352
その他減価償却累計額 △ 62,358,240 【純資産の部】
建設仮勘定 71,809,540 固定資産等形成分 98,906,964,266

インフラ資産 41,740,290,908 余剰分（不足分） △ 65,130,056,890
土地 5,350,290,989
建物 8,083,679,695
建物減価償却累計額 △ 4,292,222,269
工作物 54,913,419,895
工作物減価償却累計額 △ 23,377,794,545
その他 762,430,124
その他減価償却累計額 △ 529,726,885
建設仮勘定 830,213,904

物品 9,941,207,303
物品減価償却累計額 △ 7,683,624,584

無形固定資産 907,727,535
ソフトウェア 90,567,144
その他 817,160,391

投資その他の資産 5,983,061,361
投資及び出資金 2,731,335,013

有価証券 32,362,394
出資金 2,595,277,069
その他 103,695,550

投資損失引当金  -
長期延滞債権 338,736,102
長期貸付金  -
基金 2,567,193,739

減債基金 338,855,038
その他 2,228,338,701

その他 345,796,507
徴収不能引当金  -

流動資産 7,041,223,617
現金預金 3,997,869,431
未収金 409,847,842
短期貸付金 618,600
基金 2,539,988,555

財政調整基金 2,539,988,555
減債基金  -

棚卸資産 26,568,992
その他 78,188,000
徴収不能引当金 △ 11,857,803

繰延資産  - 純資産合計 33,776,907,376
資産合計 103,407,580,728 負債及び純資産合計 103,407,580,728

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（令和  5  年  3  月  31  日 現在）



自　令和  4  年  4  月  1  日

至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分 全体

（単位：円）

科目 金額

経常費用 42,429,685,805
業務費用 15,391,133,933

人件費 4,194,441,768
職員給与費 3,502,597,223
賞与等引当金繰入額 266,440,345
退職手当引当金繰入額 56,179,000
その他 369,225,200

物件費等 10,535,009,757
物件費 6,009,224,447
維持補修費 856,460,093
減価償却費 3,669,325,217
その他  -

その他の業務費用 661,682,408
支払利息 281,715,350
徴収不能引当金繰入額 2,040,668
その他 377,926,390

移転費用 27,038,551,872
補助金等 19,025,300,571
社会保障給付 7,985,978,113
他会計への繰出金  -
その他 27,273,188

経常収益 2,758,860,297
使用料及び手数料 2,128,196,709
その他 630,663,588

純経常行政コスト △ 39,670,825,508
臨時損失 13,544,981

災害復旧事業費  -
資産除売却損 12,785,102
投資損失引当金繰入額  -
損失補償等引当金繰入額  -
その他 759,879

臨時利益 42,941,602
資産売却益 7,505,305
その他 35,436,297

純行政コスト △ 39,641,428,887

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書



               自　令和  4  年  4  月  1  日

               至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分 全体

（単位：円）
科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 31,529,942,513 100,307,504,432 △ 68,777,561,919

純行政コスト（△） △ 39,641,428,887 △ 39,641,428,887

財源 41,550,344,569 41,550,344,569

税収等 24,482,387,425 24,482,387,425

国県等補助金 17,067,957,144 17,067,957,144

本年度差額 1,908,915,682 1,908,915,682

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,332,407,926 1,332,407,926

有形固定資産等の増加 10,640,124,964 △ 10,640,124,964

有形固定資産等の減少 △ 13,008,414,364 13,008,414,364

貸付金・基金等の増加 4,796,072,381 △ 4,796,072,381

貸付金・基金等の減少 △ 3,760,190,907 3,760,190,907

資産評価差額  -  -

無償所管換等 △ 68,132,240 △ 68,132,240

その他 406,181,421  - 406,181,421

本年度純資産変動額 2,246,964,863 △ 1,400,540,166 3,647,505,029

本年度末純資産残高 33,776,907,376 98,906,964,266 △ 65,130,056,890

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書



 自　令和  4  年  4  月  1  日
 至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分 全体
（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 38,746,546,880

業務費用支出 11,707,995,008
人件費支出 4,186,656,154
物件費等支出 6,859,378,463
支払利息支出 281,715,350
その他の支出 380,245,041

移転費用支出 27,038,551,872
補助金等支出 19,025,300,571
社会保障給付支出 7,985,978,113
他会計への繰出支出  -
その他の支出 27,273,188

業務収入 43,646,814,333
税収等収入 24,436,250,019
国県等補助金収入 16,446,233,144
使用料及び手数料収入 2,143,684,451
その他の収入 620,646,719

臨時支出 759,879
災害復旧事業費支出  -
その他の支出 759,879

臨時収入 35,436,297
業務活動収支 4,934,943,871
【投資活動収支】

投資活動支出 5,520,339,221
公共施設等整備費支出 1,822,576,081
基金積立金支出 3,681,389,454
投資及び出資金支出 11,836,086
貸付金支出 4,537,600
その他の支出  -

投資活動収入 3,597,388,120
国県等補助金収入 414,141,317
基金取崩収入 3,146,412,688
貸付金元金回収収入 4,558,000
資産売却収入 32,276,115
その他の収入  -

投資活動収支 △ 1,922,951,101
【財務活動収支】

財務活動支出 5,554,348,548
地方債償還支出 5,554,348,548
その他の支出  -

財務活動収入 2,482,905,930
地方債発行収入 2,091,897,000
その他の収入 391,008,930

財務活動収支 △ 3,071,442,618
△ 59,449,848
3,989,938,153
3,930,488,305

前年度末歳計外現金残高 84,338,565
本年度歳計外現金増減額 △ 16,957,439
本年度末歳計外現金残高 67,381,126
本年度末現金預金残高 3,997,869,431

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体資金収支計算書

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高



１．重要な会計方針
(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア　昭和 59 年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価 
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額 1 円としています。 
イ　昭和 60 年度以後に取得したもの 
　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 
　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としていま 
　す。 
②　無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 
　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券･･････････････････償却原価法（定額法） 
　　ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 
②　満期保有目的以外の有価証券 
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定。） 
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 
　イ　市場価格のないもの･･････････････････取得原価（または償却原価法（定額法）） 
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 
③　出資金 
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定） 
　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 
　イ　市場価格のないもの･･････････････････出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　原材料、商品等･････････先入先出法による原価法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
　　　　建物　６年～５０年 
　　　　工作物　８年～６０年 
　　　　物品　３年～２０年 
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
　　（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法に 
　よっています。） 
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内の 
　リース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナン 
　ス・リース取引を除きます。） 
　　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法
①　徴収不能引当金 
　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による徴収不能見込額を計上し
ています。 
②　退職手当引当金 
　　期末自己都合要支給額を計上しています。 
③　賞与等引当金 
　　翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額 
　の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引 
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
②　オペレーティング・リース取引 
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　全体資金収支計算書における資金の範囲
　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払
いを含んでいます。

(8)　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

(9)　連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理



　決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対 
象団体の決算を基礎として連結手続を行っています。

２．重要な会計方針の変更等
重要な会計方針の変更等はありません。

３．重要な後発事象
重要な後発事象はありません。

４．偶発債務
偶発債務はありません。

５．追加情報
(1)　連結対象団体（会計）

　連結の方法は次のとおりです。 
　地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。 

(2)　出納整理期間
　地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）にお
いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
計数としています。 
　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会
計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了し
たものとして調整しています。


